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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【人件費】人件費に係る経常収支比率は過去５年間において、類似団体と比較すると３．９％～７．２％低い水準に
推移している。平成１１年度からの人員抑制に加え、ゴミ処理業務や消防業務を一部事務組合で行っていることも
大きな要因として挙げられる。今後も引き続き人件費の抑制に努める。

【物件費】類似団体と比較すると、物件費に係る経常収支比率も過去５年間とも１．９％～３．８％低くなっている。以
前より委託経費の削減に努めており、ゴミ処理、消防業務を一部事務組合で行っている結果でもある。今後は、指
定管理者制度の導入により比率は上昇することが見込まれる。

【扶助費】平成１９年度においては、扶助費に係る経常収支比率は類似団体平均を０．１ポイント下回っているが、
生活保護費の増加により、年々上昇傾向にあり、今後はこの上昇傾向に歯止めをかけるよう努める。

【補助費等】補助費等に係る経常収支比率が類似団体を上回っているのは、ゴミ処理業務や消防業務を一部事務
組合で行っており、人件費等は軽減されるものの、組合への負担額が多額であることが要因として挙げられる。

【公債費】以前からの起債抑制により、公債費に係る経常収支比率は過去５年間、類似団体と比較して６．２～７．
３％低い水準に推移している。今後も新規発行債の抑制等により健全財政に努める。

【その他】その他に係る経常収支比率が類似団体を上回っているのは、公営企業への繰出金の増加が主な要因と
なっている。上下水道事業における施設の維持管理、起債償還経費等の経費が増加しており、平成２０年度より料
金改定を行い普通会計への負担軽減に努める。

【普通建設事業費】平成１５、１６年度には、小学校大規模改造事業、保育園建設事業、地域イントラネット整備事
業等の大型事業の実施により、人口１人当たり決算額は類似団体平均と同程度であったが、以降は類似団体平均
を下回っている。今後も引き続き普通建設事業費の抑制につとめる。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 416,628 130,523 176,944 ▲ 26.2
賃金（物件費） 42,984 13,466 12,023 12.0
一部事務組合負担金（補助費等） 85,206 26,694 27,393 ▲ 2.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,238 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 21,799 6,829 7,805 ▲ 12.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 3,372 1,056 4,398 ▲ 76.0
▲退職金 ▲ 32,987 ▲ 10,334 ▲ 18,283 ▲ 43.5
合計 537,002 168,234 212,519 ▲ 20.8

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 13.78 19.82 ▲ 6.04
ラスパイレス指数 92.1 92.5 ▲ 0.4
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

330,720 103,609 173,360 ▲ 40.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 233,854 73,263 30,472 140.4
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

51,964 16,279 9,021 80.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 5,681 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 127 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 380,063 ▲ 119,067 ▲ 141,001 ▲ 15.6

合計 236,475 74,084 77,660 ▲ 4.6
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,149,138 336,793 137.3 330,256 ▲ 4.7 142.0

うち単独分 324,445 95,089 49.3 157,612 ▲ 2.9 52.2

735,020 219,147 ▲ 34.9 246,714 ▲ 25.3 ▲ 9.6

うち単独分 531,297 158,407 66.6 136,358 ▲ 13.5 80.1

202,613 60,900 ▲ 72.2 172,020 ▲ 30.3 ▲ 41.9

うち単独分 115,531 34,725 ▲ 78.1 77,280 ▲ 43.3 ▲ 34.8

169,221 52,196 ▲ 14.3 155,309 ▲ 9.7 ▲ 4.6

うち単独分 104,431 32,212 ▲ 7.2 69,293 ▲ 10.3 3.1

262,262 82,162 57.4 161,387 3.9 53.5

うち単独分 110,462 34,606 7.4 66,794 ▲ 3.6 11.0

過去５年間平均 503,651 150,240 14.7 213,137 ▲ 13.2 27.9

うち単独分 237,233 71,008 7.6 101,467 ▲ 14.7 22.3
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